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 In recent years, the number of Japanese-language students is increasing. The number of foreign 
students accepted into Japan is correspondingly increasing as well, while worldwide competition 
for international student enrolment has intensified between countries. On the other hand, problems 
that are related to studying in Japan remain unresolved. Japanese higher education institutions, and 
relevant ministries and agencies need to discuss how to address the prevalent issues and the new 
challenges of studying in Japan. International students need to have accessible information on 
Japan, its education system and enrolment-related procedures including the policies, laws and 
regulations.
旋y〃 わア45:IntemationalStudents,Japanese-LanguageEducation,ForeignStudents,Higher
Education,Thailand
1.緒 言
近年,大 学 のグ ローバル化 が進 め られ てお り,
「留 学生30万 人計 画」や 日本 人学生の海外留 学の
促進 な どが行 われ てい る.留 学生30万 人計 画は,
平成20(2008)年1月,第169回国会におけ る福 田
康夫 内閣総理 大臣(当 時)に よる施政方針演説 の
中で,「日本 を世界 に開 かれた 国 とし,人の流 れ を
拡大 してい くために重要 であ る」 と打ち出 した こ
*プリンス ・オブ ・ソ ンク ラー 大 学人 文社 会科
学 部
**明治 大学政 治制度研 究セ ンター
***大学 院工学研 究科 知能システム工学専攻
* FacultyofHumanitiesandSocialSciences,
PrinceofSongklaUniversity
**CenterfbrAdvancedResearchonPolitical
Institutions,MeijiUniversity
***HumanandArtificialIntelligentSystemsCourse,
GraduateSchoolofEngineering
とに始 ま る.そ の後,平 成20(2008)年7月29日
に,文 部科 学省,外 務省,法 務省,厚 生労働省,
経 済産業省,国 土交通省 の6省 に よって,留 学生
30万人計画が策定 された[1].
留学 生30万人計画 とは,「日本 を世 界に よ り開
かれ た国 とし,ア ジア,世 界 の問の ヒ ト・モ ノ ・
カネ,情 報 の流れ を拡 大す る 「グ ローバル 戦略」
を展 開す る一環 として,平 成32(2020)年を 目途に
30万人の留学生受入れ を 目指す.そ の際,高 度 人
材受入れ とも連携 させ なが ら,国 ・地域 ・分野な
どに留意 しつつ,優 秀 な留 学生を戦 略的に獲得 し
てい く.ま た,引 き続 き,ア ジアをは じめ とした
諸外 国に対す る知 的国際貢 献等 を果 たす ことに も
努 めてい く」 ものであ る[1].
戦後 の 日本 におけ る留学 に関す る政策 は,昭 和
27(1952)年のイ ン ドネ シア政府 派遣 の留学 生の受
け入れ に始 まる.昭 和29(1954)年に国費外 国人留
学制度 を発 足 させ た[2].昭和52(1977)年,福田赴
夫 内閣総理 大臣(当 時)は,東 南アジア外 交三原
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則(福 田 ドク トリン,マ ニ ラ ・ス ピーチ)を 表 明
す る.福 田 ドク トリンは,昭 和49(1974)年の 田中
角栄 内閣総理 大臣(当 時)が イ ン ドネ シア訪 問の
際,ジ ャカル タでの反 日暴動 な どといった激 しい
反 日運動 に遭遇 した ことを教 訓 として打ち出 した
政策 である.ま た,昭 和49(1974)年には,福 田赴
夫大蔵大 臣(当 時)の 呼びかけで始 まった外務省
招聰事業 「東 南アジア元 日本 留学者 の集 い」が行
われ た.こ れ らを契機 として,ASEAN各 国の元
日本留学者会 同士の交流,東 南アジア各 国同窓会
の連絡組 織 と して,昭 和52(1977)年にASCOJA
(ASEANCouncilofJapanAlumni,ASEAN元日本留
学生評議会)が設立 された.
その後,中 曽根康 弘内閣総理大 臣(当 時)の 指
示 に より設 け られ た 「二十一 世紀 への留 学生政策
懇談会」が昭和58(1983)年8.月に提 出 した報告 書
「二十一世紀 への留 学生政策 に関す る提言 」を取
りま とめた[3].昭和58(1983)年5月1日現在 の 日
本 の留学 生受 け入れ数 は,10,428人で あったが[4],
この提言 の中で,21世紀初頭 において提言 当時の
フ ランス並みの留学 生数(約10万 人)を 受 け入れ
るため,留 学 生政策 を総合 的に推進す るよ う内閣
総理 大臣及 び文部大 臣に提言 している.
文部省(当 時)は この提言 を受 け,具 体 的なガ
イ ドライ ンの策 定 を有識 者 に委 嘱 し,昭 和59
(1984)年6,月に,報 告書 「二十一世紀へ の留 学生
政策 の展 開について」を作成 し[5],21世紀へ 向け
た留 学生政策 の長期 的指針 を取 りま とめ,「留 学生
受入れ10万 人計画(留 学生10万 人計画)」が実施
され た.そ して,平 成15(2003)年に受 け入れ 留学
生数 は109,508人とな り[4],目標 とな る10万人を
達成 した.し か し,フ ランスの2013年の留学生受
け入れ数 は,288,544人[6]であ る.日 本 の平成25
(2013)年5月1日現在 の留学生受 け入れ数 は,
133,519人である ことを踏 まえる と[4],その格 差は
未 だ大きい と言 わ ざるを得 ない.
また,日本語教育 も「留 学生受入れ10万 人 計画 」
に よって,大 きな変化 が起 きた.「留 学生受入れ
10万人計画」は,関 連施策 として 日本語教 師の養
成,国内の 日本語教 育体 制の整備 と充実を求めた.
これ に よ り,日 本語教 育機 関が都 市部 を中心に,
世界各地 に設 立 され,民 間の 日本語 学校 も急増 し
た[7].また,同 時期,就 学 生 とな るた めに必 要な
就 学 ビザの取得手続 きの簡素化措置 の実施[8](留
学生へ の簡 素化措置 は実施済[9]),留学生や就 学生
のアルバ イ トの解禁 が行 われ た[10][ll].しか し,こ
れ らの措置 に伴 い,不 法就 労や偽装入学 といった
問題 も生 じた[叩2].受け入 れ態勢 の整備 の前 に,
受 け入れ数 が増加 したために起 こり,様 々な混 乱
が起 きた.こ れ らの問題 をきっかけに,日 本語教
育機 関の質 的是正 が求 め られ,文 部省 の諮 問機 関
である 「日本語学校 の標準基 準に関す る調査研 究
協力者会議 」の設置や 「日本語教育施設 の運営 に
関す る基準 」の制定,「日本語教育振興協会」の発
足 な どが行 われ た[12].これ によって,日 本語教 育
機 関の適格性や査証発給 の厳格化 な どが行 われ た.
「留学生受 け入れ10万 人計画」の中間年 である
平成4(1992)年に,文 部省の有識者会議が 「21世
紀 を展望 した留学生 交流 の総合 的推進 について」
を取 りま とめた[13].この報告 の中において,想 定
よ り早 く留 学生受 け入れ が進 み,受 け入れ 体制 の
整備 が追 いっいていない ことか ら,後 期期 間にお
いては,留 学 生のニーズの多様化へ の対応や留 学
生受 け入れ の基盤整備 に重 点を置 くことが重要 で
ある とした[13].
こ こで,世 界 に 目を向ける と,近 年,留 学生 の
流動 は世界 的に活発 になっている.グ ローバル化
の影響 に よって,1990年は130万 人 だった留学
生数 は,2000年には210万人,2009年には370万
人 と20年 で約3倍 になった[14].一方,日 本 への
留学生数 が世界 の留学 生数 に 占める割合 は,3.5%
前後 で この20年 で殆 ど変化 がない.こ れ は,世界
各 国の優秀 な人材 を受 け入れ るための体制整備 を
日本 国内で推進すべ き環境 が変化 していない とい
うことを示 している.
留学生 の受 け入れ は,日 本 と諸外 国 との友好親
善や対 日理解 の促進,教 育研 究における国際的な
協力 関係 の構築,相 互理解 の促進,開 発途 上国に
対す る国際貢献 といった意義 がある とされ てきた.
さらに近年 では,海 外 か らの高度人材 の獲得,日
本 の高等教 育機 関の国際化,地域 ・企業 の活性化,
国際競争力 向上 といった意義 も重視 され るよ うに
なってい る.
現在 の留 学生受 け入れ政策 は,上 記 の 「留学 生
30万人計画 」骨子 に基 づいて進 め られ ているが,
同計画 においては,優秀 な留 学生の戦 略的な獲得,
日本語教育拠 点の増加,留 学生 の卒業 ・終 了後 の
社会 の受 け入れ促進 に向けた取 り組 みが明記 され
ている.ま た,平 成22(2010)年6.月に閣議決 定 さ
れ た 「新成 長戦略」にお いて も,「質 の高い外 国人
学 生の受 け入れ を30万人す る ことを 目指す」こと
が盛 り込 まれ,留 学 生の積極 的な受 け入れ は,国
家 的な 目標 となっている.こ れ は,留学 生30万人
計画 が 日本 のグ ローバル化,特 に 日本企業 のグ ロ
ーバル戦 略 と融合 させ る ことを念頭 に置 いてい る
ものであ る.さ らに,留 学 生の獲得競争 は先進 国
のみな らず,ASEAN諸 国に も広が って いる,特
に,ASEANは昨年(平成27(2015)年)12月31日に,
「ASEAN経済共 同体設 立に関す る首脳 宣言(ク
ア ラル ンプール 宣言)」に基づ き,ASEAN経済共
同体(AEC,ASEANEconomicCommunity)を発 足
させ た.今 後,AEC内 の更な る人 的交流 が活発 に
な ることが予想 され る,AEC構 成国の 中で も,タ
イは地政 学的に もAECの ハ ブであ り,かつイ ンフ
ラ整備 も整 ってい るため,日系企 業の進 出 も多 く,
政治 的 ・経済 的っなが りも強い.ま た,ベ トナム
や カンボジア,ミ ャ ンマーな ど周辺 国の発展 に伴
い,地 域 の 中心部 に位 置す るタイ のバ ン コクは
AECのハブ として の地位 を高 めてい る.
一方 で,近 年,日 本 の大学 とタイの大学 との連
携 は急激 に増加 してお り,留 学生の受 け入れ な ど
といった国際交流 を実施す る上での具体 的な課題
に関す る早急 な検討 が求 め られてい る.ま た,タ
イ は 日本 以上の速度 で,少子 高齢化 が進 んでい る.
都 市部(バ ンコク)で は,合 計特殊 出生率が α8
未満 と,日本の約L4よ りも低い.少子 高齢化 は,
タイに限 らず,AEC諸 国全体で起 きつつ ある.そ
のため,今 後,タ イを始 め とす るAEC諸 国の留学
生獲得 の よ り熾 烈な競争 が起 こ りうる.
本論文 では,タ イや タイ地方部 な どにおけ る 日
本語教育 と留 学事情 の現状 を踏 まえ,今 後の留学
生獲得 について考察 を述 べ る.
2.タ イ にお ける 日本語教育 の現 状
平成24(2012)年現在,日 本語教 育機 関調査 に よ
る と,全 世界 における 日本語 学習者数 は約399万
人,タイにおける 日本語 学習者数 は約13万 人 であ
る[15].平成21(2009)年の調査では,全 世界にお け
る 日本語 学習者数 は約365万人,タ イにおけ る 日
本語 学習者数 は約7万9千 人 であった[15].平成28
(2016)年末 には,平 成27(2015)年の調査結果 が発
表 され る予定であ るが,日 本語 学習者数 は漸増す
る もの と予想 され る,
前述 の様 に,タ イの 日本語 学習者 は129,616人
であるが[16],内訳 を見 る と,初 等教育1,552人,
中等教育88,325人,高等教 育19,908人,学校教 育
以外19,831人で ある[16].これ を見 る と,日本語 学
習者 の約3分 の2が 中等教 育機 関であ ることが分
か る.そ の一方,高 等教 育機 関での 日本語 学習者
は,中 等教 育機 関の学習者 と比べ ると,4分 の1
程度 しかいない.ま た,高 等 教育機 関の 日本語 学
習者 の中には中等教 育機 関で 日本語 を学 習 してい
ない学生 もい るため,中 等教 育機 関で 日本語 を学
習 した学 生の多 くが高等教 育機 関で 日本語 を学習
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していない ことに も留意す る必 要がある.
これ は中等教 育段 階においては全 ての学 習者 が
日本語 を積極 的に選択 してい るわけではな く,第
2外 国語 の学習が必須 のため,消 去 法的に選択 す
るケース もあるためであ る.ま た,最 近 の傾 向 と
して,高 等教 育機 関で 日本語 を主専攻 とす る学習
者数 は殆 ど変化 が見 られ ないが,副 専攻(選 択 科
目)と して 日本語 を選択す る学習者数 は減少傾 向
にあ る.
しか し,日 本語 を選択 でき る中等教 育機 関(高
等 学校)は 増加傾 向にあ る.例 えば,タ イ深 南部
にあ るプ リンス ・オブ ・ソン クラー大学教 育学部
付 属 高 等 学 校(DemonstrationSchool,Facultyof
Education,PrinceofSongklaUniversity(通称:PSU
Satit))において も,平 成25(2013)年6月か ら 日本
語教育 が開始 され てい る.PSUSatitは,タイ国内
にll校 あるサイエ ンススクール(ScienceSchool)
に 指 定 され て お り,0-NET(OrdinaryNational
EducationalTest,全国統一試験)の総合成績 におい
て も,タイ国内で上位10位 以内に入 るな どの優秀
な成績 を収 めている.ま た,プ リンス ・オブ ・ソ
ンク ラー大学理 工学部 での特別講義 ・実験や,特
別 カ リキュラムの実施,海 外 の大学見学(国 際交
流)な どを実施 し,高大連携教 育 も推進 してい る.
特 に国際交流 においては,タ イ人の訪 日ビザの免
除(平 成25(2013)年7.月1日開始,15日以内の観
光 に限 りビザ免 除)や 学生の強い希望 もあ り,訪
日ビザ免 除以降は,毎 年,日 本 の大学や科 学教 育
施設,企 業 への訪 問を行 うな ど,日 本 への関心は
強 い.
しか し,今 後 のAECで の更な る展 開に向けて,
タイで も英語教 育に力 を入れ ている.ま た,留 学
先 として希 望者 が多いのは,アメ リカ,イギ リス,
そ して,中 国である.そ のため,日 本語 の普及 を
今後 どの様 に進 めてい くかが課題 である.
タイ には,PSUSatitの様 な進 学校 が地方部 に も
幾 っか存在 し,海 外 の大学 への進 学希 望者 が一定
割合存在す る.そ の中には,日 本 の大学への進 学
希 望者 も一定割合存在 し,か つ 日本語未 学習者 も
いる.ま た,日 本政府 の東 南アジア政策 の一環 と
して,未 来 を担 うアジア と 日本 の青少年 が科学技
術 の分 野で交流 を深 め ることを 目的 とした 日本 ・
アジア青少年 サイ エ ンス交流事 業 「さくらサイエ
ンスプラ ン」が平成26(2014)年4月か ら,ASEAN
諸 国の 日本語教 育の支援 を 目的 とした 「日本語 パ
ー トナーズ派遣事 業」が平成26(2014)年9月か ら
始 ま り,今 後,日 本訪 問者数 ・日本語 学習者 の増
加 に伴 う日本 の大学 ・大学 院進 学希望者 の増加 が
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見込 まれ る.
しか し,地 方部 において,日 本 の大学 の情報 に
接す る機会 は少 な く,タ イにおいて も,地 方部 で
も積極 的なPR活 動 を行 ってい る立命館 アジア太
平洋 大学(以 下,APU)の 知名度 が高い ものの,
他 の 日本 の大学の知名度 が低 い状況 になってい る.
しか し,APUで学習でき る内容は,日 本 文化 や多
文化理解,国 際開発,ビ ジネ スな どの分 野に限 ら
れ,日本 の大学進 学者 のニーズ,特に理工系分野,
医学分野 への進 学希 望者 のニーズを十分 に汲 み取
れ ていないのが現状 である.
3.タ イの高等教育 の現状 と課題
1990年代以 降,進 学 率や大 学数 の増加 に伴 い,
タイの大 学は,エ リー ト型 か らマス型へ と移行 し
た.タイの経 済におけ る所謂 中流層 の増加 に伴 い,
現在 は高等 学校卒業者 の約70%が 大 学への進 学
を希望 し,高等教育の総学生数 は200万人 を越 え
ている.そ の反 面,急 激 な大 学 ・学生数 の上昇 に
よ り,入 学者 の学力 の低 下や 高等教 育の質の低 下
が懸念 され ている.
近年,AEC構 成 国は,構 成 国各 国内の高等教 育
機 関を巻 き込 みなが ら,積 極 的な高等教 育の国際
化 を国家戦 略 として進 めてい る.AEC構成 国各 国
においては,各 国の高等教 育の特徴や制度 的 ・文
化 的背景 を踏 まえ,そ れ ぞれ の国で多様 な高等教
育質保証 システムが成 立 してい る.し か し,AEC
発足 を受 けて,高 等教 育におけ る交流や,相 互発
展 を 目指 した活動 が活発化 している.例えば,AEC
諸 国 に よ る 学 生 交 流 支 援 事 業 で あ るAIMS
(ASEANInternationalMobilityfbrStudents)プログ
ラ ム や,ASEAN質 保 証 ネ ッ トワー ク(AQAN,
AsEANQualityAssuranceNetwork)を中心 とした
AEC構 成 国共通 の質保 証 フ レー ムワー ク構築 に
向けた動 きだけでな く,教 育 ・研 究の世 界的拠 点
化,大 学 間交流協定,コ ン ソーシアム形成,共 同
学位 プ ログ ラムな ど多種 多様 な国際化 が展 開 され
ている.
さらに,平 成26(2014)年8月よ り,AEC相互の
留学 を容易 にす るために,高 等教 育機 関の学期 開
始 時期 が統一 され,これ まで5月 一9月 が1学 期,
ll.月一3月 が2学 期 だった ものが,8.月一12月が
1学期,1.月一5月 が2学 期 に変更 され た.一 方,
中等教育 以下の学期 は,従 前通 り,5月 一9.月が1
学期,11月一3.月が2学 期 となってい る.しか し,
予算年度 は中等教 育以下の教 育機 関のみな らず,
高等教育機 関であって も,従 前通 り,10月一9月
となってい る.こ の学期のずれ によ り,数か月～1
年程度の短期留学の場合,留 学前後の学期移行に
障害が生 じている.
また,タ イの大学の多くは,留学時に取得 した
単位の単位互換を認めていない.そ のため,4年
間で大学卒業を希望する学生にとっては,タ イで
の大学の授業,ま たは 日本留学中の授業,あ るい
はその両方の授業の一部の履修が出来ない状態に
なってお り,早急な改善が望まれている.
4.日 本 留学の現状 と課題
4.1日本 の留学 生 の現状
この様 なAECの 動 きに対 し,日本 もASEAN発
足 当初 か ら,AECと緊密 な関係 を維 持 し,近年 で
は,安 倍 ドク トリン(対AESAN外 交5原 則)が
発表 され るな ど,AECを重視 している.ちなみに,
日本 に留学す る留学生 の約20%は,AEC構成 国か
らの留学生 である[15](中国 ・韓 国か らの留 学生が
約60%).
また,日 本学生支援機 構 「平成26年 度外 国人 留
学 生在籍状況調査結果 」に よると,平 成26(2014)
年5.月1日 現在の 日本の留学生数 は184,155名
である.こ こで,大 学(学 部)と 大学 院におけ る
留 学生数 をみ る.0内 の数字 は,留 学生総数 に対
す る割合 である.大 学(学 部)で は,総 数65,865
人(100%),国立大学10,844人(15.5%),公立大学
1,755人(2.7%),私立大学53,266人(80.9%),大学
院 では,総 数39,979人(100%),国立大学24,646
人(61.6%),公立 大学1,743人(4.4%),私立大 学
13,590人(34.0%)である[15].
平成26(2014)年5.月1日現在,日 本 の大学(学
部)数 お よび学生数 は,総 数781校2,552,022人,
国立大学86校(内,4校 は大学院大学)447,338
人,公 立大学92校(内,2校 は大学院大学)128,878
人,私 立大学603校(内,18校 は大 学院大学)
1,975,806人で あ る[17].大学 院 は,総 数627校
251,013人,国立大学86校150,336人,公立大 学
78校16,071人,私立 大学463校84,606人であ る.
1校 当た りの留学 生数 を見 る と,大 学(学 部)で
は,総数87.0人,国立大学132.2人,公立大 学195
人,私 立大学91.1人,大学院 では,総数63.8人,
国立大学286.6人,公立大学22.3人,私立大学29.4
人 である[17].留学生 は大学(学 部),大学院共に,
国立大学 に多 く在籍す る割合 が多 く,留 学 生が全
学 生数 に 占める割合 は,学 部の約2.6%に対 し,大
学 院が約16%と 大幅 に高 くな ってい る.
平成19(2007)年5月,第165回国会 にお け る安
倍晋三 内閣総理大 臣の所信表 明演説 を受 け,「アジ
ア ・ゲー トウェイ構想 」 が策 定 され た.平 成19
(2007)年5月,報告 書 「アジア ・ゲー トウェイ構
想 」がま とめ られ,「アジア ・ゲー トウェイ構想 と
して特 に推進す べき政策分野 」である重 点7分 野
の1つ として,「国際人材受入 ・育成戦略」を掲げ
た.
また,同 報告書においては,「アジア ・ゲー トウ
ェイ構 想 の実現 に向 けて取 り組 むべ き最 重要項
目」の1つ として,「アジア高度人材 ネ ッ トワーク
のハ ブを 目指 した留学 生政策 の再構築」が掲 げた.
この中で,留 学生交流 の拡大 を国家 的戦 略課題 と
して再認識すべ きであ るとした上で,「新 たな留学
生政策策 定に向けた基本方針 」 として,① 留 学生
のキャ リアパ スを見据 えた産 学官連携 に よる就 業
支援,② 海外 での留 学生獲得 ・支援 を行 う現 地機
能 の強化,③ 日本語教 育の海外拠 点の飛躍 的増 大,
④ 日本文化 の魅力 を活 か した留学 生獲得,⑥ 短期
留学 生の受 け入れ促進 な どを挙 げてい る[18].
4.2アジア人財 資金構 想 プ ログ ラムの概 要
アジアの相互理解 と経 済連携 の促進 を 目的 とし
て,経 済産業省 と文部科 学省 が平成19(2007)～
平成24(2013)年に 「アジア人財資金構想 プ ログ ラ
ム」を実施 した[19][20].このプ ログ ラムにおいては,
日本 に留 学す る予定あ るいは既 に 日本 に留学 して
い る留学 生の中か ら,日 本 ・日系企 業へ の就職 の
意思 を持 つ ものを選抜 し,留 学予 定者 に対 しては
奨学金 と人材 育成 プ ログラムの提供,留 学中の留
学生 に対 しては人材 育成 プ ログ ラムの提供 を行 う
ものである[20].
アジア人財 資金構想 プ ログラムは,事 業期 間終
了後 に 「「アジア人財資金構想 」事 業結果 ま とめ」
を取 りま とめてい るが,その中では以下の課題(①
大学 にお け る課題,② 企 業における課題,③ 留学
生 の課題)が 指摘 され てい る[20].
① 大学 における課題:全 学 的な取組 みや複数大
学 での連携 に よる留学生支援 が求 め られ る.
・高度専 門留 学生育成事 業では,プ ロジェ ク ト資
金終 了後 の 自立化 の状況 を見てみる と,ア ジア人
財 専門部署 を全 学的な取組 に取 り込 めなかった場
合 は,資 金 的にプ ロジェク トの継続 が困難 となっ
ているケースがあ る.
・高度実践留 学生育成事 業では,地 域 において,
自立化 を見据 えた適切 な関係者 の巻 き込 みに成功
していない コンソーシアムは,プ ロジェク ト資金
が途絶 える とコン ソーシアムの活動 も縮 小せ ざる
を得 な くなってい るケースがあ る.
・大学 におけ る留学 生の就職 支援 については,支
援す る留 学生数 が少 ない大学 では,留 学 生向けに
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財源 ・人材 を投入す る ことが難 しい.
②企業 における課題:中 堅 ・中小企業 と留学 生
が互 いを知 る機会や就職後 の定着支援 が求め られ
る
・留学生 のキャ リアパ スを うま く示せ ていない と
い う声 があ り,採 用 され た留学 生のキャ リアパ ス
の認識 とギャ ップが生 じるケースが多 く想 定 され
る.
・中小企業 の留学生採用 が進 む中で,企 業側 の受
け入れ準備 が整 っていない中での採用 が見 られ,
入社後 にそれ に起 因す る トラブル に よって退社す
る学生 も一 定数存在.
・留学生 と企業 が互 いを知 る機会 が少 な く,特 に
中堅 ・中小企業 にっ いては,留 学生 が普段知 る機
会 がな く,マッチングに課題 がある と考え られ る.
③留学生 の課題:留学生 を中心 とす るOB・OG,
日本人学生 も巻 き込 んだ コミュニテ ィ形成 への働
きかけが求 め られ る
・留学生 は,各 種 コミュニテ ィに参加す る環境 が
少 な く,日 本企業 ・日本 ビジネ スに対す る情報 不
足 に陥っているケース も多い.こ のため,特 に支
援 がない場合,日 本 の企業文化や就職活動 を理解
できず,そ の結果,使 え る大学 の情報 があって も
うま く使 えず,最 終 的には卒業後 に帰 国す る こと
となる傾 向がある.
・留学生 と日本人学 生の交流 が不足 してお り,留
学 生のネ ッ トワー ク形成 を阻害 している とともに,
日本人学生 の 「内な る国際化 」に活 か され ていな
い.
4.3タイ にお け る留 学 の現状 と課題
タイ の留 学の現状 を見 ると,ユ ネ ス コ統計 に よ
れ ば,2012年の タイか らの海外留学生 は,26,233
人 である[21].タイ か らの留学 生の留学先上位5か
国は,以 下 の通 りで ある.な お,o内 は,留 学 生
数 と留学生全体 に 占める割合 である.① アメ リカ
(8,455人,32.2%),②イ ギ リス(5,348人,20.4%),
③ オー ス トラ リア(4,229人,16.1%),④日本(2,419
人,9.2%),⑤マ レー シア(1,301人,5.0%)であっ
た[21].なお,こ の統計には,タ イか ら中国の留学
生 が示 され ていないが,タイ か ら中国の留 学生は,
約14,000人とされてい る.上記 のユネ ス コ統計 に
中国へ の留 学生を含 めた数字 を加 えて も,英 語 圏
に留学す るタイ人留学 生は約 半数 に達 し,日 本 に
留学す るタイ人留学生 は約6%で ある.
タイ か らの 日本留学 の一例 として,タ イ政府 が
実施 している 日本 を対象 として,タ イ人学 生を東
京学芸大学 附属 高等学校 か ら大 学卒業 まで留学す
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る制度(国 費 留学生制度,長 期海外派遣 プ ログ ラ
ム)が 挙 げ られ る.こ の制度 は,昭 和50(1975)年
に受 け入れ が開始 され,40年以上の歴史 を誇 る も
のである.し か し,タ イ政府 の国費留学 生制度 は
留学期 間の倍 の期 間の公務員 勤務 の義務や 欧米 へ
の留 学希 望者 が増 えつつ あ ることな どか ら,近年,
留学希望者数 が低迷 してい る.
また,数 年前 までは,地 方部 か ら日本へ留 学を
す ることが困難 であった.し か し,最 低 賃金 の底
上 げ,中 間層 の増加 な どに伴 い,日 本留 学を希 望
す る生徒 ・学 生は増 えつ つあ るものの,日 本 の大
学や奨学金 の情報 はバ ンコクに集 中 してお り,地
方部 では 日本 留学に関す る情報 が少 ないのが現状
である.そ のため,日 本 の大 学に進 学を希 望す る
ものの,情 報 がない不安 か ら行動 に移せ ない場合
も多い.
これ らの課題 に関連 して,PSUの大学生やPSU
Satitの高校生 に,留 学希 望について質 問す る と,
まず は奨 学金 と 日本語能力 を気 にす る意 見が多い.
また,日 本 に留学 したい と言 う希 望を持 っていて
も,日 本 での生活費 への不安,情 報 の少 な さ,語
学習得 の難 しさを抱 えてお り,限 定的な情報 に左
右 されやす い傾 向があ る.そ のため,継 続 的な情
報提供,奨学金情報 を提供す ることが重 要である.
特 に,国 費留 学以外 の奨 学金 に関す る情報 を殆 ど
知 らない.また,留学 関係 の情報 を得 た として も,
日本語 に よる情報 しかないため,高 校生や 大学生
が有 してい る日本語能力 だけでは,内 容 を理解 で
きない.そ のため,日 本語 のみな らず,英 語,可
能 であれ ばタイ語 での情報提供 も急務 であ ると考
え られ る.
従 って,こ れ までは都 市部へ の情報提供 が主流
であったが,地 方部 への情報提供 も重要 である.
また,生 活費 の高 さな どもネ ックになっている こ
とも踏 まえ,今 後,地 方部 において,日 本 の大学
や奨 学金制度 について,積 極 的なPR活 動 に取 り
組 み,日 本 の大学進 学希 望者 の確保や,理 工系分
野 の人材発掘,潜 在 的需 要の発掘 を推進す ること
が求 め られ ている.特 に,情 報化社会 になった現
在 において も,学 校や 大学の教員 か らの情報提供
が大きな影響力 を持 ってお り,教 員 か らの情報提
供 に よって,日 本留 学あるいは,日 本留 学に向け
た行動 を起 こす ケース もい くつかある.そのため,
各 大学や 高校 の教員 に情報提供す る ことが求め ら
れ ている.
4.4日本留学の現状 と課題
近年,海 外留学者数の減少やグローバル化の推
進に伴い,日本人学生の海外派遣が重視 され る傾
向にあるが,留学生の受け入れ も依然 として重要
な役割を有 している.
日本の大学では,異なる国籍 と一緒に学んだ り,
議論 した り,文化の違いに触れる経験が不足して
お り,一部の学生に対 してのみ国際化教育を提供
するだけではなく,留学生を受け入れ,共 に学ぶ
ことが必要である.海外留学をしない多くの日本
人にとって,大学で留学生 と机を並べ,共 に学ぶ
ことを通 じて,国 際的な感覚を身につけられ るこ
との意味は大きい.し かし,留学生 と日本人学生
の交流が不足 していている[20].例えば,留 学生が
多 く在籍する大学においても,また日本人 と留学
生が同じ授業を取っていたとしても,ク ラブやサ
ークルなどの課外活動に参加 しない限 り,日本人
学生と留学生が知 り合 う機会は殆 どないのが現状
である[22].
これに関連 し,タイから日本へ留学 した学生に
日本留学に関する質問を投げかけたところ,日本
の大学では,留学生と日本人の交流が少ないとい
う意見が多く寄せ られた.交流不足の一つの要因
として,留 学生は留学生用の日本語履修科 目を受
講することが多く,留学生同士のネ ットワークは
醸成 され るものの,日本人学生との交流が皆無に
なるとい うことが挙げられる.これは 日本語や 日
本文化を学びに来ている留学生が日本人 と交流す
る機会を低減 し得るものであ り,大きな問題であ
ると言わざるを得ないと考えられる.
また,受 け入れ先の大学においては,留 学関連
業務を所管する部局 と国際交流関連業務を所管す
る部局 との連携が十分に機能 しておらず,生 活指
導や授業履修に関す る手続等 といった留学生への
対応がいわゆる 「たらい回し」にされたとい う事
例 も散見されている.これ らの課題は,留 学生 自
身の不利益に止まらず,日 本人学生や受け入れ先
となる大学にとっても,長期的には大きな問題に
なる可能性がある.そ のため,留学生の受け入れ
人数を効果的に増加 させ るために,留学生を受け
入れるための全学的な体制を早急に整備すること
が各大学に求められていると考えられる.
加えて,日本の大学における複雑かつ不便な入
試制度や 日本語学校経由の私費留学生の受け入れ
体制 も留学生の増加を阻む要因の1つ である.現
在,独 立行政法人 日本学生支援機構が実施 してい
る 日本留学試験に留学生が合格 したとしても,実
際に留学する際には,各大学が独 自に実施す る入
試 を受験す ることが必須 となっている.こ れ につ
いて,「留学生の入学選考の改善方策 につい て」の
「1.(2).i)各大学等におけ る入学選考の改善」に
おいて も,「我が国の大学 は,一般 に入学 の段 階で
の選考 は厳 しく,い ったん入 学を許 可 した後 はで
き るだけ卒業 又は修 了でき るよ うにす る傾 向があ
る といわれ ている.留 学 生の場合 も同様 に,入 学
許 可に慎重 な姿勢 が見 られ る.も ちろん優秀 な留
学生 を確保す ることは重 要であ るが,入 学許 可の
段 階で他 の国への留 学に比べ 重い負担 を課す こと
は,海 外 の学 生に 日本へ の留 学を躊躇 させ,結 果
的に優秀 な留 学生に も来 に くい状況 を もた らして
い る.む しろ門戸を広 く開いた上で,入 学後 の進
級等 につ いての成績評価 を適 正に行 うとい う,基
本 的な姿勢 の転換 を図 ることが望 ま しい.」とい う
指摘 がな され ている[23].
また,日 本留 学試験 の認知度 は,国 際交流基金
と財 団法 人 日本 国際教 育支援 協会 が運営す る 日本
語能力試験(N1(難)～N5(易)レ ベル)に 比べ
る と圧倒 的に低 い上 に,日 本 留学試験 が留学にお
け る一次試験 の様 な中途 半端 な利用 に留 まってい
る ことも留学 生受 け入れ を阻む要 因であ ると看倣
す ことが出来 る.
周知 の様 に,タ イ に限 らず,外 国人 の 日本語能
力 は一般 的に十分 ではないが,意 欲 と学力 が高い
生徒や学 生は多い傾 向があ る.例 えば,PSUSatit
で,日 本語 を学習 し,日 本へ の短期 留学経験 があ
る高校3年 生の場合,日 本語能力 が高い と考 え ら
れ る生徒 もN3～N4レベル であ り,日 本語能力 の
レベル としては高 くない.そ のため,学 部 留学の
要件 にN1,N2レ ベル を求め る 日本 の大学 もあ る
が,現 実 的には,日 本語 学習者 の留 学機会 を閉 ざ
している と言 わ ざるを得 ない.ま た,日 本 の大学
へ の短期 留学(数 か月～1年)の 場合 であって も,
受 け入れ 要件 にN2レ ベル を要求 している大学 も
あ るが,概 ね大学卒業 時にN2レ ベル に達す るか
ど うか といった学生 が多いのが現状 であ ることを
踏 まえ ると,日 本語能力 の要件 の緩 和や 留学後 の
日本語教 育を重視す るといった施策 が求 め られ る.
平成12(2000)年8月「日本留学 のための新 たな
試 験 につ いて一 渡 日前入 学許 可 の実施 に向 けて
一 」が答 申 され ,「5そ の他 」 におい て,「(4)大
学入 学後 の 日本語補習 の充実 」として,「渡 日前入
学許 可を推進 してい く上で,大 学入 学後 の 日本語
力 の不足 を補 うために,日 本語補 習が不 可欠 とな
る.そ のため,留 学 生セ ンター等 の学内の組織 の
有効活用,学 外 の 日本語教 育施設 との連携,さ ら
には,ラ ンゲージ ・セ ンターの設置等,日 本語補
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習 を十分 に行 え るよ う一層 の学 内整備 を図 り,そ
れ に関す る施策 を早急 に検討す る必要 がある.さ
らに,日 本語教育施設 との連携 を円滑に進 め るた
めには,単 位 の認 定,在 留資格 な どの問題 につ い
て も今後検討 す る必 要が ある.」 と指摘 して い る
[24].同 様 に,西 原(2001)も「基礎 学力が あるに も
かかわ らず 日本語習得 が十分 でない試験結果 を得
た受験生」も,「欧米 の大学 の例 にな らい,条 件付
き入学許 可を与えて渡 日を許 し,日 本語能力 が十
分 である と判 断でき るまで 日本語学習 を義務付 け
る ことであろ う.」と述べ ている[25].
そのため,大 学入学後 に受 ける正規教育 に先駆
けて実施す る 日本語 準備教 育 と正規教 育開始後 の
日本語補助教 育が重要 である.し か し,日 本 の大
学 にお け る日本語教育体制 は,十分 とは言 えない.
そ もそも,日 本語 とい う国際的な通用性 が低 い言
語 でかつ,会 得 が難 しい とされ る言語 を用 いてい
る 日本 の大学 にお いて,海 外 か ら直接留学 生を受
け入れ るのは困難 である.例 えば,タ イの高校 生
が3年 間 日本語 を学習 した として,500時間前後
である.一 方,日 本人 が中学 ・高校 の6年 間で学
習す る英語 の総 時間数 が,約1,000時間であ る.
この ことか ら考 えて も,日 本語 学習 に必要 な学 習
時間数 が少 ない状況 であ る.従 って,こ れ までに
指摘 した点を踏 まえ,日 本へ の留学生 を増加 させ
るための包括 的な取 り組 みを実施す ることが急務
である と結論付 け られ る.
5.今 後の展開
多 くの 日本 の大学 が留学生30万 人計画 に書 か
れ た 「優秀 な留学 生」を求 めている ことは周知 の
事 実であろ う.しか し,「優秀 な留学生」と一 口に
言 って も,「GPA(GradePointAverage)の高い学生」,
あるいは 「日本語能力 が高い学 生」 のみが優秀 な
留学生 とは一概 には言 えない とい う現 実があ る.
従 って,現 実 的な評価 としては,GPA(GradePoint
Average)が一 定以上の成績 を修 め,勤 勉 で,日 本
社会 での対応力(柔 軟性,環 境適応力,問 題解決
能力)を持っ留学 生であれ ば,日本留 学に よって,
今後 の活躍 が期待 され る 「優秀 な留学 生」であ る
と看倣 され ている.
その一方,日本留学 の意思や意欲 があ るものの,
日本語能力 が一定 の水 準に達 していない者 も存在
す る.ま た,ヒ ア リング能力や リーデ ィ ング能力
が一 定の水 準に達 していて も,ラ イ ティ ング能 力
がやや低 いな ど,大 学,あ るいは大学 院で勉 強す
るには少 し不安 な場合 もある.実 際,留 学 生で,
日本 の高等教育機 関に入学す る約60%が 日本 の 日
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本語 学校 を経 由 してい る[20].
タイの隣国,マ レーシアにおいては,東 方政策
(LookEastPolicy)に基づ き,日 本語 予備教 育プ ロ
グ ラム が行 われ てい る,東 方政策 とは,昭 和56
(1981)年にマハテ ィール首相(当 時)が 提 唱 した
構想 で,日 本や韓 国の成功 と発展 の秘訣 が国民の
労働倫理,学 習 ・勤 労意欲,道 徳,経 営能力 な ど
にある とし,日 本 ・韓 国に留 学生,職 業 人を派遣
して,両 国か ら上記 の要 素を学び,マ レーシアの
経済社会 の発展 と産 業基盤 の確 立に寄与 させ よ う
とす る政策 である[26].
マ レーシアにおける 日本語予備教 育プ ログラム
は,マ ラヤ大 学 日本 留学予備教 育課程 な どに設 置
され てい る.マ レーシアにおけ る初 等 ・中等教 育
課程 は,合 計 でll年 と日本 よ りも1年 短 く,日本
の大 学入 学に必要な12年 の要件 を満 た していな
いため,こ の 日本語 予備教 育プ ログラムは,不 足
分 を補完す る意 味合 い も持 ってい る.ま た,こ の
プ ログラムは,政府 が推進す る東方 政策 に沿って,
マ レーシア政府 人事 院お よび各教 育機 関が選抜す
る学 生を対象 に,日 本 の大学(学 部)に 留学 させ
るための準備 教育 として,日 本語 お よび教科 に関
す る教育 を行 ってい る.こ のプ ログラムは 日本政
府 も協力 してお り,2年 間の教育期 間の中で,日
本 の大学 において可能 な限 り支障な く学 習に入れ
る よ うな 日本語能力 と主要基礎教科 に関す る学力
(日本 の高等 学校卒 業程度 の学力)を 身 につけ さ
せ ることを 目的 として実施 されてい る[27].
以 上を総合す る と,渡 日前入 学許 可に伴 う日本
語補習体制 の整備 が一番 の課題 として指摘す るこ
とが出来 る.特 に現在,国 費 留学生な どを対象 に
行 ってい る日本語予備教 育の拡 大を行 うことに よ
って,留 学生の 日本語能力 の向上を図 ることが有
用 である.
しか し,国 立大学 では国立大学法人運 営費 交付
金 が年 々減少傾 向にあ るな ど,各 大学で 日本語 予
備教 育を行 うことは,規 模や 予算 の面か ら困難 で
あ る場合 もあ るため,地 域 ごとに共同で 日本語 予
備教 育を行 うことな ども考え られ る.さ らに,日
本語補習 だけの単調 な授 業では,来 日当初にあっ
た意欲 も減少 してい く学 生 も出て くると予測 され
るため,受 け入れ先 の大学の一般教養科 目な どの
一部 の授 業を開放 し,そ れ らの授 業を受 講 させ る
ことでモ チベ ーシ ョンの維持 を図 るといった施策
も必 要 と考える.
6.結 言
留 学生30万 人計画 が策 定 され てか ら,8年が経
過 した.しか し,留学生30万人計画が策定され る
前から指摘 されている留学生受け入れに関す る諸
問題は,解決 されないまま残っている.一方で,
国立大学法人運営費交付金や私学助成金 も減額 さ
れるなど,大学の財政状況は厳 しくな りつつある.
その反面,グ ローバル化の促進,世 界的な留学生
獲得競争が激化する中,留 学生受け入れに関す る
諸問題が解決 されないことは,日本留学を希望す
る海外の生徒 ・学生の機会損失のみならず,日 本
の国力低下にも繋が りかねない.留 学生を増加 さ
せる方策を検討する以前の問題 として,日本の大
学のあ り方,海 外地方部への留学 ・奨学金関連の
情報提供や,留 学生を受け入れ る体制の整備が急
務 となっている.
グローバル化が進む現在,国 際化や国際的視点
は,避けて通ることは出来ない.また,高い意欲 ・
能力を有する留学生を企業が採用す ることは,グ
ローバル化 ・人口減少に直面す る日本にとっても
必須である.そ して,留学生を増やす ことは,短
期研修で海外に行 くこととは異な り,常時外国人
と触れる機会が出来,多 様な文化の学習,国 際化
の醸成にも繋がると思料する.
今後,本 論文で指摘 した諸問題が1つ でも多く
解決 され,留学生を受け入れ る各大学の負担軽減,
また日本留学を希望す る生徒 ・学生のハー ドルの
低減,そ して消滅す ることを切望す る.
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